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Ｎ関労のリーフレットをもとに、職場やそしてOBにもＮ関労への加入を進めて

ください。加入の際の具体的な手引きを下記のとおりまとめました。
ご活用願います。

Ｎ関労協議会


　■Ｎ関労は、ＮＴＴ関連の労働者で組織しています。

　■正社員、契約社員、派遣・パート、どなたでも加入できます。

　■Ｎ関労規約を参照してください。 

	Ｎ関労加入方法

■「組合加入書」を記入のうえ、Ｎ関労組合員に手渡すか、下記に送付願います。

	東ブロックの方
	東京都千代田区岩本町2-17-4　
NS20ビル１階　労働運動センター内

東日本ＮＴＴ関連合同労働組合（Ｎ関労東）

電話（03）5820-2070　FAX（03）5820-2080

E-mail　info@n-kanro.com
	加入書をいただきましたら、直近の執行委員会で確認します。
組合加入書

（添付―1）
Ｐ-４～５

	西ブロックの方
	兵庫県尼崎市武庫町1-36-22　
ＮＴＴ武庫之荘別館3階

西日本ＮＴＴ関連労働組合（西Ｎ関労）

電話（090）1070-6839　FAX（06）6436-4076

E-mail　w-nkanrou@cpost.plala.or.jp
	

	他労組脱退方法

■とくにどこの労組も書式に決まりはないようです。

	
	①　脱退したい組合の本部委員長宛に「脱退届」を郵送します。この際「簡易書留」程度にして、記録を残しておいた方がいいでしょう。

2 同時に、分会長にも、その旨を通知し、組合費の賃金からの控除請求を停止させます。

	脱退届け（例文）
（添付―2）
Ｐ-６

	ＮＴＴ（職場の総務担当）への事務処理

	
	組合費控除の停止を要請する文書（チェックオッフ中止）を、脱退届の写しを添えて、ＮＴＴの総務担当へ提出します。
	（添付─3）
Ｐ-７

	共済関係

■電通共済生協について実際にあったことを記します。

	
	「組合は脱会したが電通共済生協は継続して加入したいので継続のための書類を送付してください」との趣旨の文面で住所、氏名、氏名コード等を記したものを早急に送付してください。継続申告をしなかった場合は、各種共済が失効となります。

〒170-0003 東京都豊島区駒込1-10-4

電気通信産業労働者共済生活協同組合

共済推進部御中

（Ａさん）分会に継続の手続きを依頼してもやってくれませんでした。このため直接、電通共済生協に電話し、ＮＴＴ労組を脱退したこと、共済の契約を継続する旨を告げ、掛金の納入方法を確認。現在も継続しています。

（Ｂさん）この際、全部解約し、Ｎ関労共済に入ることとしました。このため、電通共済生協での契約をすべて解約しました。そして「脱退選別金」（２万円）を受取りました。

　この際、「労働組合をやめたら、生協もやめてもらう」ようなことをいわれる場合が多いのですが、「電通共済生協」は、「消費生活共同組合法」に基づき設置されています。その場合の組合員は、ＮＴＴの職域内に勤務する者ということで、ＮＴＴ労組組合員と限られていませんので安心してください。

なお、電通共済生協での契約をすべて解約する場合は、電通共済生協の様式を貰って解約処理を行う（脱退金がでます）
	（添付─４）
Ｐ-８

	各共済の加入方法

	
	
	Ｐ-９

	ＯＢ組合員

	
	
	Ｐ-１１

	組合費算定基準

	
	
	Ｐ-13

	Ｎ関労東　規約

	
	
	Ｐ-１５


　「さあ、みなさん！　勇気と自信を持ってＮ関労に加入してください」「一緒に生活と権利を守りましょう！」と働きかけましょう。
　疑問や質問がありましたら、上記にご連絡願います。

[image: image1.wmf]　組合加入を申し込みます

男　　女

東日本ＮＴＴ関連合同労働組合　殿

郵便番号

フリガナ

電話

Ｅ−ｍａｉｌ

勤務先

所在地

電話

�@　太枠内を記入して下さい。

�A　楷書で書いて下さい。

�B　各人はコピーを取って保管して下さい。

























住　所





フリガナ

氏　　名

　　　　年　　　月　　　日生

ＦＡＸ













機関承認

支部　　

Ｎ関労東









ＦＡＸ

�C　各支部はコピーを取って保管し、原本

は速やかにＮ関労東に送付して下さい。

�D　Ｎ関労東は、直近の執行委員会の議

題とし、機関承認を図ること。

年　　月　　日

年　　月　　日













組 合 加 入 書

東日本ＮＴＴ関連合同労働組合

　　　　　　　年　　　月　　　日


[image: image2.wmf]　組合加入を申し込みます

男　　女

西日本ＮＴＴ関連労働組合　殿

郵便番号

フリガナ

電話

Ｅ−ｍａｉｌ

勤務先

所在地

電話

�@　太枠内を記入して下さい。

�A　楷書で書いて下さい。

�B　各人はコピーを取って保管して下さい。

�C　各支部はコピーを取って保管し、原本

は速やかにＮ関労東に送付して下さい。

�D　Ｎ関労東は、直近の執行委員会の議

題とし、機関承認を図ること。

年　　月　　日

年　　月　　日













機関承認

支部　　

Ｎ関労西









ＦＡＸ









住　所





フリガナ

氏　　名

　　　　年　　　月　　　日生

ＦＡＸ





























組 合 加 入 書

西日本ＮＴＴ関連労働組合

　　　　　　　年　　　月　　　日


脱   退   届
×××労働組合 
中央執行委員長 ○○　○○　殿

年　　月　　日

支部　　　　　　分会

　　　　　　　　　　印

私は　　　　年　　月　　日付をもって×××労働組合を脱退しますので、ここに届けます。

　従って、本日限り貴労働組合費の支払い義務はないので、　　　年　　　月分から貴労

働組合の組合費のチェックオフを中止するようお願い致します。

　なお、（総務担当）に対しては、組合費のチェックオフ中止を申し入れていることを申し添えておきます。

以上
チェックオフ中止申入書

殿

年　　月　　日

ＮＴＴ　　　　　（組織名）　　　　　　　　　　　　　　　  （氏名）　　　　　　　印

私は、　　　　　年　　月　　日付をもって××労働組合を脱退しましたので、　　　年　　月分の賃金からＮＴＴ労働組合費のチェックオフを中止するようお願い致します。

なお、「電通共済生協」については、今後も継続するつもりですので、掛け金のチェックオフの要請があった場合には、従来通り処理をお願い致します。

以上
電気通信産業労働者共済生活協同組合

共済推進部担当者　殿

年　　月　　日

氏名　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

書類送付について（お願い）

私こと　（氏名）　　は都合によりＮＴＴ労働組合を脱会しました。

今まで入っていた各種共済は引き続き継続加入を希望しますので、継続のための書類を送付してください。

よろしくお願いします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
記

住所

氏名

氏名コード

　　　組合員コード（過去の共済加入確認書類等に記載してあるもの、見つからない場合は不要）

以　上
各共済加入申込方法について

　２００２年１１月１２日、N関労は全労済との団体契約が完了し、全労済の各共済商品について取り扱うことが出来るようになりました。組合員の皆様には、すでに電通共済を脱退されたり、また更新の手続きで苦労された方もおり、共済の取扱の遅れにより大変ご迷惑をお掛けし申し訳ありません。以下、各共済の加入方法についてご連絡いたします。（必ず最後の注意をお読み下さい）

１．加入申込書について

加入希望の商品がありましたらご連絡下さい。すぐに申込書（振込用紙・返信用封筒含

む）を送ります。申込書が届きましたら記入し、全労済に返送するとともに、１回目の掛け金を郵便局で振り込んで下さい。共済の適応は１回目の掛け金を振り込んだ日の翌日からになります。

各商品への疑問、申込書の記入方法、掛け金への疑問、振込金額への疑問等がありまし

たらご連絡ください。連絡は直接全労済（担当：越智雅俊）へ電話される方が早く解明されます。

２．全労済への問合せ方法

全労済に電話を掛け、担当の越智さんへ「N関労の○○ですが」又は「N関労の平井に聞
いたが」と最初に話してください。全労済の越智さんとは各組合員からの問い合わせについて了解済みですので遠慮の必要はありません。

３．申込書記入について

２回目以降の掛け金の支払いは、各人の銀行等の口座振替になります。必ず、申込用紙の預金口座欄に記入・捺印（銀行等の印）して下さい。

４．出資金について

始めて全労済に共済の申込をする場合には一度だけ出資金（１，０００円）が必要となります。同時に複数の共済を申込する時は、共済掛金集計欄の出資金１０００円の項を１つの申込書だけを生かし、他の申込書は二重線で抹消して下さい。
５．１回目の掛け金の振込について

１回目の掛け金は申込書に同封した振込用紙で郵便局で振り込んで下さい。各共済によ
って振込用紙が違いますので間違わないようにしてください。振込用紙の住所欄に小さく何の共済の用紙か書かれています。

振り込んだ時、郵便局から渡される振込用紙の一部の中「郵便振替払込受付証明書」は
申込用紙と共に全労済に郵送して下さい。

６．各連絡先

全労済（担当：越智雅俊）
ＴＥＬ．０３－３５６３－６０７１





ＦＡＸ．０３－３５６３－６０７７

全労済ホームページ
www.zenrosai.or.jp
N関労共済（担当：平井）
携帯　　０９０－２４６２－５５９２





職場　　０４－７１６４－４５９０





自宅
０４３－２０３－０６６６（ＦＡＸ兼用）

７．フローチャート









組織強化のために　─　「ＯＢ組合員」の明確な位置付けをします。
（１）現行規約では、組合員の「定年制」はありません。今後ともこれを踏襲するとともに、ＮＴＴを退職する際は、各人の意向を把握し、「ＯＢ組合員」として任務を確認し、組合費を決め、再登録する制度を明確にします。







（２）各組合員の権利・義務は、下表のとおりとします。

	
	組合員
	ＯＢ組合員
	協力組合員
	サポーター

	権利 学習権
	○
	○
	○
	

	知る権利（組合情報）
	○
	○
	○
	

	傍聴権（各級大会等）
	○
	○
	○
	

	発言権（各級大会）
	○
	○
	○
	

	代議権（各級大会等）
	○
	○
	×
	

	採決権（各級大会等）
	○
	○
	×
	

	提案権（各級大会等）
	○
	○
	×
	

	活動権（諸活動参加）
	○
	○
	○
	

	スト権一票投票
	○
	○
	×
	

	組合役員選挙権
	○
	○
	×
	

	組合役員被選挙権
	○
	○
	×
	

	組合費
	規約による
	月１口

1,000円
	月1,000円（2重加盟者）
	各支部の規定に基づく


（３）前（１）項に関しては、各支部が実行します。ただし、最終判断は、N関労東執行委員会が行ないます。

　　　各支部は、「意思確認」の結果を速やかに、N関労東執行委員会に報告することとします。

Ｎ関労東組合費算定基準
【一般組合員】
月額基準賃金　×　１．６%　（１００円未満切捨）
月額基準賃金は東・コム会社は「資格賃金」「成果加算」「成果手当」、「暫定調整」、地域会社は「資格賃金」「成果加算」「成果手当」「エリア調整手当」とする。その他の会社はこれに順ずる。
夏・冬一時金は、特別組合費として　月額基準賃金×１．６％（１００円未満切捨を徴
収する。
なお、無給組合員については、月額１，０００円とし、夏・冬一時金の特別組合費は
徴収しません。
【契約・派遣・パート・キャリアスタッフの組合員】
	月額賃金
	組合費

	１０万円未満
	１，０００円

	１０～２０万円未満
	１，５００円

	２０～３０万円未満
	２，０００円

	３０万円以上
	３，０００円


· 夏・冬一時金時の特別組合費は徴収しません。
【ＯＢ組合員】

月額　一口　１，０００円
· 夏・冬一時金時の特別組合費は徴収しません。
【協力組合員】

月額　１，０００円
· 夏・冬一時金時の特別組合費は徴収しません。
【サポータ組合員】

各支部扱いとします。
　　　※月額組合費が２，０００円未満の組合員の組合費は支部管理とする。




支部交付金

月額　1,000円　×　組合員数


※組合員数は組合費2,000円以上の組合員数とする
支部より依頼があり、執行委員会で必要と認められた場合には一口１０万円の支部援助金を支出します。
協議会費

月額　1,500円　×　組合員数


※組合員数は組合費3,000円以上の組合員数とする
Ｎ関労東　規約
第１章　総則
第１条（名称と事務所）

この組合の名称は東日本ＮＴＴ関連合同労働組合（略称：Ｎ関労東）とする。

事務所は東京都内に置く。

第２条（目的）

組合は東日本のＮＴＴグループならびに関連する企業で働く全ての労働者の権利を守り、生活と地位の向上を計り、これらの企業の民主化と、日本の平和を守ることを目的とする。
第３条（事業）組合は次の事業を行う。
　１．労働条件の維持・改善に関すること。
　２．福利厚生に関すること。
　３．教養文化に関すること。
　４．他団体との協力に関すること。
　５．その他組合の目的に必要なこと。
第２章　組合員
第４条（組合員）

組合は、組合員名簿に登録されたものをもって組織する。但し、労働組合法第２条１項にいう、会社側の利益を代表し、代理等する者の名簿登録は認めない。
２．組合員は、同時に他の労働組合の組合員になることを妨げられない。
第５条（組合員資格）

組合員となる者は、別に定める書面に自筆で署名し届け出て、執行委員会が組合員名簿に登録する。何人もいかなる場合といえども、人種、宗教、信条、性別、門地または身分によって組合員たる資格を失わない。
第６条（組合員の権利・義務）

組合員は次の権利と義務を持つ。
(1) 大会はじめ各種機関、組合運営に対して、自由に意見を述べる権利。
(2) 役員を選挙し、選挙されて役員に就任する権利。

(3) 組合役員および機関活動の報告を求め、または批判し解任を請求する権利。解任要求は、各選挙母体組合員３分の１以上の同意を必要とし、その解任は各選挙母体組合員の直接無記名投票により４分の３以上の同意によって確定する。

(4) 　会社または、組合から不当な処罰や取り扱いを受けた場合は、各級機関に提訴し再審議を請求する権利。提訴を受けた機関は、提訴者に対して充分なる弁明の機会を与え、公正な措置をとらなければならない。

(5) 規約ならびに民主的に表明された機関の決定に服する義務。

(6) 組合費および民主的に表明された機関で決定した賦課金を納める義務。

（7）規約３条に規定された諸事業の正常な運営に協力し、その意思を組合機関に反映させる義務。
第７条（脱退）

組合を脱退する組合員は、書面で委員長に申し出なければならない。
　２．脱退は組合員の申し出があったとき、その効力を生ずる。
第８条（脱退と組合財産）

組合を脱退した者、または第２０条により組合から除名された者は、組合に対して既に納入した組合費及び一切の組合財産の返還又は分与を請求することはできない。
第３章　組織

第９条（組織の構成） 

組合の組織機構を以下の通りとする。

　（1）本部

　（2）支部

　（3）分会

第１０条（本部） 

本部は、組合全体を統括し、組合を代表して業務を執行する。

２ 本部は、支部に対して業務遂行の指示指導、助言を行なう。

第１１条（支部）　

支部は都道府県単位を基本として置くことができる。

 ２、支部は、支部に所属する組合員の共通の利益を守るため、分会を指導統制援助し、又本部に報告しなければならない。

第１２条　（分会）　

分会は原則として職場毎を単位として設置し、相互の連絡、協力、扶助を図る。

２、分会は支部に直結し、その指導のもと方針を実践する。
第４章　機関

第１３条（機関）組合に次の機関をおく。
(1) 大会
　(2) 執行委員会
第１４条（会議の成立と議決）
前条の会議はすべて構成員の３分の２以上の出席がなければ開くことはできない。ただし、委任状を提出した組合員も出席したものとみなす。

　議事は出席代議員の過半数で決し、可否同数のときは議長が決する。

第１５条（大会）

大会は組合の最高決議機関であり、代議員と役員で構成し、毎年１回委員長が招集する。
２．臨時大会は組合員の３分の１以上の要求があった時、若しくは執行委員会が必要と認めた時、委員長が招集する。尚、臨時大会は開催請求があってから１ヶ月以内に開かなければならない。
３．大会の議長、副議長は代議員の中から選出する。司会は委員長が指名する。
第１６条（大会の決議事項）

次の事項は大会で決定する。
　(1) 規約に関する事項
　(2) 年間運動方針
　(3) 予算と決算

(4) 上部・共闘組織等への加盟
　(5) 組合員の統制処分

(6) 同盟罷業に関する事項

　(7) その他重要事項

第１７条（代議員）
代議員は大会に出席して議案を審議し、決定する。
第１８条（代議員の選出）
代議員は組合員の中から選出する。
第１９条（役員）
組合に次の役員をおく。
委員長　　　　　 １名
  副委員長　　　　若干名
書記長        １名
書記次長　　　　若干名
執行委員     若干名
会計監査     若干名
　２．組合に顧問及び特別執行委員を置くことができる。顧問及び特別執行委員は委員長が任命し、大会に報告する。
第２０条（役員の任務）
委員長は組合を代表する。
役員は、組合業務の遂行にあたり、民主的運営に努めなければならない。
第２1条（役員の選出）
役員は大会で組合員の中から代議員の直接無記名投票で選出する。
第２２条（役員の任期）
役員の任期は１年とし、大会で改選する。但し、再選を妨げない。
第２３条（執行委員会）
執行委員会は役員で構成し、委員長が主催する。執行委員会は大会の決議を執行するほか、次のことを取り扱い、その処理について大会に責を負う。
　(1) 緊急事項の処理
　(2) 大会の決議に基づき、闘争手段を決定し、指令すること。
（3) 統一要求及び政策の提起と統一対応・統一闘争の指導をすること
（4） 団体交渉を行い協定に達したとき、執行委員長の名で調印すること
　(5) 組合役員及び組合員に、第２０条第１項に抵触する行為があったと認められる統

制処分を大会に要求すること
　(6) 前項による処分決定が行われるまでの間、緊急措置として、その者の執行権及び選挙権・被選挙権を停止することができる
第２４条（処分）

組合員で次の事項に該当する者は処分されることがある。
　(1) 組合および組合員の対面を著しく汚す行為のあったとき。
　(2) 組合の目的に著しく違反した行為のあったとき。
　(3) 組合員としての義務に違反する行為のあったとき。
　２．前項に該当する行為があったと認められるときは、執行委員会は厳重に調査をおこない、その報告に基づき、大会で処分を決定する。この場合３分の２以上の同意を必要とする。
　３．処分は次の通りとする。
(1) 除名
(2) 組合員権の一定期間の停止
４．処分を受けた役員はその職を解かれる。但し、組合員権停止期間終了後に役員に立候補する権利は妨げられない。
第２５条（不服申立）

一定期間の組合員権の停止または除名の申請がおこなわれた組合員は、60日以内に、直近上級の執行委員会に対して不服申立てすることができる。
２．不服の申立をうけた執行委員会は、これを審査し、その結果を議決機関に報告しなけれ
ばならない。
第２６条（弁明、弁護）

審査にあたる執行委員会は、本人またはその弁護にあたる者にたいして、十分に弁明、弁護の機会を与えなければならない。
第５章　会計及び会計監査
第２７条（経費）

組合の経費は組合費、寄付金、その他であてる。組合費の月額は大会で決める。但し、必要と認められた時は特別に徴収することができる。
　２．特別に徴収する組合費の額並びに納入の時期については大会で決める。
第２8条（会計監査）
会計監査は、一切の組合会計にかかる出納に関し年１回期日を決めて監査し、その結果を定期大会に報告する。
第６章　争議
第２9条（争議）
同盟罷業の行使は、組合員の直接無記名投票により、過半数の賛成を得なければならない。

附　　則
第３０条　

この組合の業務遂行のため必要な諸規定および細則は、別に定めることが出来る。

第３１条（規約の改正）

この規約は、大会代議員の直接無記名投票により、代議員の３分の２以上の同意を得なければ変更することはできな
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資料送付依頼、問合せ





各組合員





資料送付依頼・問合せ、申込書送付





全労済


担当：越智
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１回目掛金振込





送金





郵便局





定年後、あるいは契約社員終了後





現役





OB組合員





組合員





サポーター





この時点で、組合員の意思確認をし、OB組合員として


活動していただける方に、①任務、②所属支部・分会、③組合費（１口1000円）を決め、「OB組合員加入書」を提出していただき、再登録を行ないます。


サポーターになる場合も、支部・分会の所属を明確にする。


この時点での脱退もありえます。





（X）年7月賃金で
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